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諮問第２号 公平負担徹底のあり方について

今後、さらなる公平負担の徹底と営業経費の抑制を図るため、諸外国の公共放送
の取り組み事例等を踏まえ、国内の諸制度との整合性、視聴者・国民の理解等の
観点から、適切な制度整備のあり方について、見解を求める。



3

1. 受信契約・受信料収入の現状
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1-1. 受信料制度概要

放送法によって、ＮＨＫの放送を受信することができる受信設備を設置した受信者に受信契約の締結義務が
課せられている。
受信料は、ＮＨＫが公共放送としての使命を果たすために、ＮＨＫの業務を行うための費用を、受信契約に
基づき、広く受信者にご負担いただくものである。ＮＨＫにおいても、受信料の公平負担に向けて様々な努力
を続けている。

（受信契約及び受信料）
第64条 協会の放送を受信することのできる受信設備を設置した者は、協会とその放送の受信についての契
約をしなければならない。ただし、放送の受信を目的としない受信設備又はラジオ放送（音声その他の音響を
送る放送であつて、テレビジョン放送及び多重放送に該当しないものをいう。第126条第1項において同じ。）
若しくは多重放送に限り受信することのできる受信設備のみを設置した者については、この限りでない。
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1-2. 受信料収入・受信契約件数の推移

平成17年度以降、有料受信契約件数、受信料収入ともに堅調に増加しており、平成28年度以降について
も継続的な増加を見込んでいる。

6,478
6,410

6,024
6,138

6,312
6,386 6,442

6,598

6,401 6,387 6,345
6,493

6,625
6,758

6,892
3,690 3,662 3,618 3,618 3,640 3,662 3,685 3,731 3,766

3,815

3,873
3,926

3,978 4,027 4,078

2,400

2,600

2,800

3,000

3,200

3,400

3,600

3,800

4,000

4,200

5,000

5,500

6,000

6,500

7,000

7,500

平成15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29

有料受信契約件数(右軸)

受信料収入(左軸)

有料受信契約件数
(万件)

受信料収入
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実績 予算

制作経費の不正支出問題
（平成16年7月）

（注）平成22年度までは消費税込み、23年度以降は消費税抜きの金額
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1-3. 受信料支払率の推移

支払率は平成17年度以降、堅調に増加し、平成27年度は77％となった。平成29年度末で80％にすること
を目標としている。

支払率の推移（年度末実績）支払件数の構造（平成27年度末）

支払件数
3,868万件

（Ｂ）

未収件数 110万件

未契約件数
1,047万件（推計）

有料受信契約
対象件数*

5,025万件
（推計）
（Ａ）

有料受信契約
件数

3,978万件

支払率
77.0%

（Ｂ）／（Ａ）

77%

72%

69% 69%
70% 70% 70%

71%
72%

73%
74%

76%
77%

80%

60%

70%

80% 制作経費の不正支出問題
（平成16年7月）

(年度)

支払件数は有料受信契約対象件数のうち、未契約件数と
未収件数を除いた件数であり、この支払件数が直接的に
受信料収入に影響する

平成17年度以降、支払率は堅調に増加している

(目標)

*総世帯から免除対象世帯等を除き、テレビ所有率等を乗じて算出した推計値
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1-4. 営業経費・営業経費率の推移
ＮＨＫでは、公平負担の徹底に向けて現行制度内で実施可能な施策に取り組み、営業経費の抑制にも
努めている。営業経費率も年々下げてきているが、訪問巡回型に頼らざるを得ないこともあり、一定の経費がか
かる状況となっている。
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710 718 720 730 751 765 774 785 792 811 817 819 817 804 819 816 780 759 769 788 785 

729 724 723 734 735 735 

（注）24年度以降税抜、
28年度は見込み、29年度は予算

営業経費率

（単位：億円）営業経費

営業経費

受信料収入＋前々年度以前受信料

営業経費率
(受信料収入に
対する割合）

平成
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【参考】営業経費の内訳

営業経費のうち、訪問活動にかかる委託費・人件費を中心とする「制度維持経費」が、約60%を占める状況に
ある。

平成27年度決算 営業経費 734億円（受信料収入の11.0％）

収納・管理経費
２８７億円 （３９％）

制度維持経費
４４６億円 （６１％）

未契約や未収者への対策経費など受信料の公平負
担徹底、制度を維持していくために必要な経費

契約者への通常の請求・収納や事務情報
処理、システム運用等にかかる経費

訪問要員・法人への委託費 ３０６億円

文書・電話等による対策費 ５４億円

職員人件費
（訪問要員の管理業務等） ８０億円

その他 ４億円

事務情報処理・ｼｽﾃﾑ運用等
管理費 １１０億円

職員人件費
（事務管理業務等） ５４億円

収納関係手数料・対策費 １１５億円

その他 ６億円

（注）金額はいずれも切り捨て表記
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2. 契約収納活動における取り組み状況
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点検・把握
活動

契約・
支払いの

説得

受信契約書
（住所変更
届）を受領

受信料の請求
（口座、クレジット等、

継続振込）
受信料を収納

訪問・文書・電話等に
よるお支払いの督促

未契約 未 収

振込なし等

発見できず

民事手続き
（支払督促）

繰り返し訪問・文書・電
話等により、契約をお願い
しても支払いに至らず

面接
活動

受信機
設置確認

面接できず 理解を得られず確認できず

民事手続き
（民事訴訟）

繰り返し訪問・文書・電話
等により、契約をお願いして
も締結に至らず

面接できず
理解を得られず

2-1. 契約収納活動の流れ
ＮＨＫの契約収納活動においては、契約の有無の点検に始まり、受信機の設置の確認や受信契約の締結、
最終的には受信料の収納に至るまで、いくつかのプロセスを経る必要がある。

受信料請求・収納



112-2. 営業改革の取り組み例

(1)法人委託の拡大による訪問活動強化
公開競争入札等による法人への委託を拡大し、訪問活動の強化・効率化に取り組んでおり、世帯カバー率*

もほぼ半分を占めるところまで至っている。

法人委託のメリット

法人における雇用形態が社員等のため、業務に従事する要員（特に若年層）の確保が比較的
容易であり、必要な体制を整備できる ＜地域スタッフの場合は個人委託契約＞
公開競争入札等により経費の削減が期待できる

法人による世帯カバー率の推移

* 住民基本台帳の世帯数をもとに算出

平成



122-2. 営業改革の取り組み例

(2)各種事業者との連携強化①
郵便転居届とのワンライティング化

郵便転居届とワンライティングで、ＮＨＫ住所変更届
を記入できる用紙を全郵便局に設置

ＮＨＫ住所変更届
（複写式）

契約者の移転先が不明となった場合、住民票（除票）
により新住所を確認し、住所変更の手続きを実施

住民票調査による住所変更手続き

ワンライティング住所変更届 住民票（除票）活用イメージ

住民票
申請

訪問活動・住所変更届提出は不要

新住所
判明

住所
変更

確認文書
送付

訪問活動

従来の活動

住民票（除票）の活用

住所変更届
提出

点検
把握 面接

？

契約者の
移転先が不明

※住民基本台帳法に基づき実施。契約者の移動把握を目的とする
場合のみ申請可能。（未契約者の把握はできない。）



132-2. 営業改革の取り組み例

(2)各種事業者との連携強化②
都市ガス事業者との連携強化

ガス利用者からのガス事業者コールセンターやインター
ネット窓口への閉・開栓連絡時において、ＮＨＫ受信
契約の住所変更届出を勧奨・取次

利用希望者に対し、ＮＴＴグループ各社等の請求に
受信料を追加し一括請求

通信事業者との連携強化

ＮＴＴﾌｧｲﾅﾝｽ ※
（請求とりまとめ）

利用者（希望者）

一括請求
（ＮＴＴ料金等＋受信料）

ＮＴＴグループ各社 ＮＨＫ

ガス事業者による住所変更取次イメージ ＮＴＴによる受信料一括請求イメージ

ガ
ス
利
用
者

都
市
ガ
ス
事
業
者

Ｎ
Ｈ
Ｋ

ガス閉・開栓
連絡

ＮＨＫ住所
変更勧奨

ＮＨＫ住所
変更応諾

手続きワンストップ

取次結果の
報告

業務委託

「手続き完了のお知らせ」送付

３社

他社とも協議中

※債権の取り扱いは立替方式



142-2. 営業改革の取り組み例

(3)ダイレクトメールやポスティング対策
不動産登記を活用したﾀﾞｲﾚｸﾄﾒｰﾙ対策

法令等に基づく制度を活用し、分譲物件において、契
約が確認できない居室分について、法務局に不動産
登記情報（所有者名）を申請
→取得した所有者名を付して、契約依頼文書を郵送

受信契約が確認できず、また入居者名等も不明な家
屋に対し、 契約書等を同封した専用投函資材を配布

専用投函資材によるポスティング対策

ポスティング対策イメージ不動産登記情報活用イメージ

法務局

登記

申
請
・
交
付

法令等に基づく制度の活用

所有者名
住所

分譲物件

ＮＨＫ

●●様

契約依頼文書

返送率約８％

ポスティング

？

受信契約の届出なし
かつ

入居者名等が不明

ＮＨＫ

※専用投函資材は
「非信書」形式

返送率約５％

専用投函資材



152-2. 営業改革の取り組み例

(4)ＣＡＴＶなどとの連携、(5)CASメッセージ
ＣＡＴＶ事業者・電器店等との連携

ＣＡＴＶ事業者および電器店・量販店等に対し、
サービス加入者や受信機購入者からの受信契約取次
業務等を委託

衛星放送の画面に表示し、受信機設置の連絡を促が
すCASメッセージの消去受付時（電話）において、衛
星契約を勧奨・取次
→ 衛星契約をお届けいただいた方に対し、ＮＨＫか
ら確認文書を送付

CASメッセージの活用

電器店・
量販店

衛星受信機器購入者からの受信契
約取次業務

約２万店舗

ＣＡＴＶ
事業者

ケーブルテレビ加入者からの受信契約
取次・受信料収納とりまとめ業務

約３５０施設

業務委託先事業者
メッセージ活用イメージ

メッセージ
消去受付 契約

勧奨
契約
応諾

訪問対策・受信契約書提出は不要

確認文書送付

メッセージ消去連絡



162-2. 営業改革の取り組み例

(6)民事手続き
公共放送の役割や受信料制度の意義などについて誠心誠意ご説明してもなお、契約・支払いいただけない場
合、民事手続きを実施している。

支払督促（裁判所への申立て）

導入年度

受信契約者のうち、お支払いが
滞っている方対象

累計申立数

平成18年度～

（平成27年度末）
８,０３３件

未契約訴訟

導入年度

受信契約の締結に応じていただけ
ない方対象

累計申立数

平成21年度～

（平成27年度末）
１７８件
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3. 契約収納活動における課題
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新規契約

住所変更

自主申出等 訪問取次

3-1. 自主申出の状況
放送法で受信契約の締結義務を、受信規約で受信契約の届出義務を規定しているが、実効上、自主的な
届出は限定的。現実として、訪問巡回型による営業活動が必要な状況となっている。

※平成27年度
受信契約に関する届出方法の内訳 訪問巡回型営業活動（イメージ図）

新築？

空き室？ 新入居？

新築？

テレビ
設置？

６４%
（８３万件）

２８%
（５７万件）

３６%
（４５万件）

７２% 
（１４７万件）
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3-2. 契約収納活動における困難性とその要因（全体像）

現行受信料制度のもとで行う契約収納活動においては、主に「把握」「面接」「確認」「説得」の４つの困難性
が存在する。困難性の要因として、制度面によるものも考えられる。

主な
制度的
要因

困難性

点検・把握活動 面接活動
（コンタクト） 受信機設置確認 契約・支払いの説得

１軒１軒訪問して転居
の有無等について確認
すること（訪問巡回）
が必要

在宅率の低下、オート
ロック式共同住宅の増
加等を背景に、契約勧
奨のために訪問しても、
面接することが困難

視聴者の申告に基づく
テレビ設置（衛星受信
機を含む）確認となり、
確実な設置把握が困
難

説明を尽くしても、未視
聴等を理由に受信契
約締結に応諾いただけ
ない場合がある

把握の困難性 面接の困難性 確認の困難性 説得の困難性

(1)住所・氏名等に関
する外部情報活用の
限定

(3)不払いを防止する
規定の効果

(2)受信機設置の確認
手段
-テレビ設置に関する外部
情報活用の限定

-住居への立ち入り調査は
できない

(1)住所・氏名等に関
する外部情報活用の
限定
※ 住所・氏名等が分かれ

ば、郵便等による対策が
可能

年間訪問件数
１.4億回

面接率
(面接数／訪問数)

15％

契約率
(契約数／訪問数)

2％

平成
27年度
実績値



203-3. 社会経済状況の変化
(1)在宅率の状況

夜間帯でも一定の不在層がおり、例えば平日の夜間では、21時でも２割弱が不在である。
また、20代から40代の女性を見てみると、平日の在宅率も低下傾向が見られる。

一日の時間帯ごとに在宅している人の割合(2015年)
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出所:平成27年 「ＮＨＫ国民生活時間調査」より算定

（%）

平日の時間帯別在宅率(女性20～40代：1995/2015年比較)
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住宅の建物数全体が増加傾向にある一方、近年、オートロック式共同住宅数の建物数およびその割合も増
加しつつあり、面接の困難性の一要因となっている。

（注1）住宅総数・オートロック式の共同住宅とも、居住世帯のない建物は除外している
（注2） 「オートロック式」に関しては、「建物内に共用玄関のドアがあり，外からドアを開けるためには，鍵や暗証番号などを用いるか，居住者などに内側から鍵を解除してもらう必要があるもの」と定義されている

出所:総務省統計局「住宅・土地統計調査」

5,452,800 7,023,400
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ク
式
共
同
住
宅
の
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％)
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※ 2003年以前は、オートロック式共同住宅の
建物数に関する統計が存在しない

住宅総数およびオートロック式共同住宅数と割合の推移
(1978～2013年)

オートロック式共同住宅の割合

3-3. 社会経済状況の変化
(2)オートロック式共同住宅の増加



223-3. 社会経済状況の変化
【参考】都道府県別推計世帯支払率

特に東京・神奈川や、京都・大阪・兵庫といった大都市圏において、受信契約対象推計世帯数における支払
率が全国平均を下回っている。単身者や共同住宅の多さによる面接の困難性が支払率へ影響している。

青森

岩手秋田

宮城山形

福島新潟

茨城
栃木

千葉

埼玉

群馬
長野

山梨

静岡
神奈川

岐阜

富山石川

福井

愛知

三重奈良

和歌山

滋賀兵庫岡山
広島

島根

宮崎

大分

鹿児島
沖縄

高知
徳島愛媛

大阪

京都
鳥取

山口

福岡
佐賀

香川

東京

熊本
長崎

北海道

北海道 66.9% 東京 65.5% 滋賀 78.8% 香川 82.6%
青森 90.8% 神奈川 74.4% 京都 70.3% 愛媛 82.6%
岩手 92.0% 新潟 93.6% 大阪 60.6% 高知 77.4%
宮城 82.7% 富山 91.3% 兵庫 72.1% 福岡 73.4%
秋田 97.6% 石川 84.9% 奈良 76.7% 佐賀 83.8%
山形 92.4% 福井 89.6% 和歌山 82.2% 長崎 84.0%
福島 86.1% 山梨 82.6% 鳥取 92.8% 熊本 80.9%
茨城 83.9% 長野 87.1% 島根 94.5% 大分 76.1%
栃木 86.2% 岐阜 89.0% 岡山 83.3% 宮崎 81.1%
群馬 85.8% 静岡 86.1% 広島 85.2% 鹿児島 85.4%
埼玉 78.2% 愛知 78.9% 山口 89.7% 沖縄 48.4%
千葉 77.4% 三重 82.7% 徳島 80.8%

全国値を下回る都道府県

平成27年度末
全国 76.6％

（26年度末 75.６％）

90％以上
85％以上90％未満
80％以上85％未満
75%以上80％未満
70％以上75%未満
60％以上70％未満
60％未満

支払率が低い理由
■ 単身者や共同住宅が多く

面接が困難
■ 世帯の移動が多い

支払率が高い理由
■ 単身者や共同住宅が少なく

面接が容易
■ 世帯の移動が少ない
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4. 海外公共放送事業者の動向
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4-1. 海外公共放送の料金制度

海外の公共放送の料金制度は次のとおり。

放送機関 主な財源*1 収納者・方法 支払義務 支払単位 料金年額*2

イギ
リス BBC

受信許可料 (77.5%)
各種販売収入等(22.4%)
政府交付金等 ( 0.1%)

TV Licensing
が収納

有
(Communi-
cations Act 
2003で規定)

世帯:世帯単位
非世帯:施設単位(ホテルは15部屋で
1契約、以降5部屋毎1契約等)

ﾃﾚﾋﾞ(ｶﾗｰ) 145.5ﾎﾟﾝﾄﾞ
<18,612円>
ﾃﾚﾋﾞ(ﾓﾉｸﾛ) 49.0ﾎﾟﾝﾄﾞ
< 6,268円>

フラ
ンス

France 
Télé-
visions
等5機関

公共放送負担税(84.9%)
広告放送収入等(11.3%)
その他 ( 3.8%)

税務当局が
住居税と
一括収納

有
(租税一般

法典で規定)

世帯:世帯単位
非世帯:台数単位(3～30台まで30％、
31台以降は35％割引)

ﾃﾚﾋﾞ(本土) 137ﾕｰﾛ
<15,672円>
ﾃﾚﾋﾞ(海外県) 87ﾕｰﾛ
<9,952円>

ドイ
ツ

ARD、
ZDF、
DLR

放送負担金 (85.3%)
広告放送収入等( 2.3%)
各種販売収入等(12.4%)
※ARDの内訳

徴収機関
「負担金

サービス」が収納

有
(放送負担金

州間協定
で規定)

世帯:住居単位
非世帯:施設単位(従業員数に応じたカ
テゴリ毎の定額料金、ホテル・車は2部屋
(台)めより部屋(台)毎に料額1/3）

(受信設備の有無によらず)
210ﾕｰﾛ
<24,024円>

イタ
リア RAI

受信料 (70.1%)
広告放送収入 (25.0%)
その他 (  4.8%)

電力会社が
電力料金と
一括収納

有
(1938年2月
21日付暫定
勅令第246号

で規定)

世帯:世帯単位
非世帯:施設単位
テレビ受信料…ホテル等の格付・規模等
のカテゴリ毎に定額
ラジオ受信料…一律定額

ﾃﾚﾋﾞ 100ﾕｰﾛ
<11,440円>

韓
国 KBS

受信料 (39.3%)
広告放送収入 (31.5%)
副次収入等 (29.2%)

電力会社が
電力料金と
一括収納

有
(放送法
で規定)

世帯:世帯単位
非世帯:台数単位(割引特例なし)

ﾃﾚﾋﾞ 30,000ｳｫﾝ
<2,767円>

＊1 ドイツは2013年、フランスは2014年、イギリス、イタリア、韓国は2015年
＊2 全て2016年12月現在。為替レートは2016年12月分日本銀行報告省令レート
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4-2. 海外公共放送とＮＨＫの支払率・営業経費率推移比較
支払率は概ね高い水準で推移している。イタリアでは受信機未設置申告制度等の導入により、2016年の支
払率はイギリスやドイツなどの水準に達する見通し。
営業経費率（収納経費額の収入に対する割合）は、制度が異なることもあり、一概に比較はできないが、収
納活動の進め方の違いも背景に、ＮＨＫに比べて低い数値となっている。

出所:TV Licensing annual review、第17・19・20次KEF報告書、RAI年次報告書等より

（注1）日本に関しては、2016年は予算
（注2）イギリスに関しては、2013年以降、受信料の収納を行っているTV Licensingが公開している支払率は、”94-

95%”という公開の仕方になっている。また、2015年は、英国の視聴率調査機関BARBによる「TV保有世帯」の
定義が変わった（TV番組受信の方法を明示できないがTVを保有しているとした世帯を「TV保有世帯」にカウント
するようになった等）ことで「TV保有世帯」総数が増え、支払率が下がったとしている

（注3）ドイツは、未払率から引き算して算定している。2016年は計画値
（注4）イタリアは、未払率から引き算して算定している。2016年の数値は受信料収納を担う歳入庁長官の発言として、

2017年2月10日に報道された数値を活用

（年）

支
払
率(

％)

海外の公共放送およびＮＨＫの営業経費率

韓国
2012年時点で100%

フランス
2014年時点で99.99%

海外の公共放送およびＮＨＫの支払率

出所:ＮＨＫ独自調査より

（注5）イギリスは2015年度、フランス・ドイツは2014年度、韓国は2012年度のデータ
（注6）日本に関しては、平成28年度の見込み
（注7）イタリアは未公開

（%）
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4-3. 海外公共放送の収納活動

収納活動の
流れ 点検・把握活動

面接活動
（コンタクト）

受信機設置確認 支払いの説得

海外公共放送では、郵便局の住所情報等の外部情報活用や受信機未設置申告制度等により「面接」
「確認」等の困難性が軽減されている。

イギリス 郵便局の住所情報
を活用して把握

受信許可料未払者に対し
再三の警告を経て実施

警告を経て実施される
面接時に実施

受信機設置確認後、TV 
Licensingによる告発を
経て、罰金・罰則あり

フランス 住居税支払者情報等
を活用して把握

住居税と一括納付
のため実施されない

国民・視聴者から未設置を
申告する必要

未払いおよび虚偽の未設置
申告者への罰金・罰則あり

ドイツ 住民登録情報
を活用して把握

放送負担金は、住民登録情報も活用して
全世帯一律で課せられるため、実施されない

イタリア 電気料金支払者情報
を活用して把握

電気料金と一括収納
のため実施されない

国民・視聴者から未設置を
申告する必要

未払いおよび虚偽の未設置
申告者への罰金・罰則あり

韓国 電気料金支払者情報
を活用して把握

電気料金と一括収納
のため実施されない

国民・視聴者から未設置を
申告する必要

未払者・未登録者には
罰金・罰則あり

未登録・未払い時の
罰金・罰則あり
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4-4. 海外公共放送の外部情報活用状況

海外の公共放送でも外部情報を何らかの形で活用しているが、ＮＨＫと異なり、制度的に活用が担保されて
いる。活用している情報も、住民登録情報や販売・加入者情報などさまざまなバリエーションがある。また、イギリ
スでは制度的な担保が廃止されたが、郵便局の住所情報を積極的に活用している。

活用情報 根拠規定 備考

イギリス 郵便局の住所情報 なし 電器店からの法定通報義務は2013年に廃止

フランス
住居税支払者情報（住居税との一括収納）

衛星放送事業者などの加入者情報
電器店の販売情報（電器店に通報義務あり）

租税一般法典等 加入者情報は税務当局の照会に応じて情報提供

ドイツ 住民登録情報 放送負担金州間協定

イタリア 電気料金支払者情報
（電気料金との一括収納） 2015年12月28日法律208号*1 電気料金との一括収納は2016年より開始

韓国 電気料金支払者情報
（電気料金との一括収納） 放送法*2 電気料金との一括収納は1994年より開始

【参考】
日本

住民票除票情報等、一般制度の範囲内で
入手可能な情報

住民基本台帳法
不動産登記法

*1 通称2016年予算安定法。受信料の法的根拠となっている1938年２月21日付暫定勅令第246号の改正として、受信料が電気料金と一括で収納されることが規定された。ただし、同安定法ではRAIが電力料金支払
者情報を活用できることが規定されているわけではなく、受信料収納に関係する範囲内で、歳入庁が受信料収納を管理している税務登録情報システム（ANAGRAFE TRIBUTARIA）と電力・ガス規制局（AEEG）
等が情報交換を行うことが可能である旨が規定されている。なお、AEEGは電力・ガスのサービス提供状況についてモニタリングするに際し、データ等の提出を求める権限を有している

*2 放送法ではKBSが指定する者に受信料収納業務を委託できることが規定されているだけであり、電力事業者（KEPCO）への委託や、電力料金支払者情報の活用に関して規定されているわけではない
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4-5. 海外公共放送のテレビ設置申告・照会制度

「テレビを設置していない」旨を申告させる制度や、放送サービスの加入者情報の照会制度が制度的に担保さ
れている国もある。

テレビ設置申告・照会制度 該当国 制度の詳細 根拠規定 虚偽申告など
に対する罰則

受信料の
性格

未設置情報申告制度

イタリア テレビの未設置者は所定の
フォーマットで申告する必要がある

2015年12月28日
法律208号等*1

虚偽申告には
刑事罰 受信料は準税金*2

フランス テレビの未設置者は所定の
フォーマットで申告する必要がある 租税一般法典 虚偽申告には

150ユーロの罰金

受信料は税金

照会制度 フランス
税務当局の照会に応じて情報提供
（ケーブルテレビ、衛星放送事業者
等の有料テレビの加入者情報）

租税一般法典等
不正確もしくは欠如
している情報ごとに
15ユーロの罰金

*1 通称2016年予算安定法。受信料の法的根拠となっている1938年２月21日付暫定勅令第246号の改正として、テレビの未設置者は所定のフォーマットで申告する必要があることが規定された。また、虚偽申告に対する
刑事罰は別途、刑法で規定されている

*2 日本の最高裁判所に相当する破毀（はき）院は、2007年第24010号判決で、受信料の性質について、「契約の存在の有無にかかわらず、法律に基づいた税支払いの義務を形成するものであり、サービス利用の実
質的な可能性には比例しない」との判断を示し、法的な解釈が確定した（出所：ＮＨＫ放送文化研究所年報2012「『世界の公共放送の制度と財源』報告」）
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4-6. イタリアにおける受信機未設置申告制度等の導入

イタリアでは、2016年7月に受信料制度の改革が実施され、国民・視聴者からテレビ未設置を申告しない限り、
設置とみなすこと等が規定された。この改革の結果、2016年の受信料収入および支払率は、大幅な増加が図
られる見通しとなった。

改革以前の状況

制度改革
（2016年7月）

改革効果
（2017年2月時点）

受信料支払率：70-75%
テレビ保有世帯率は97％
テレビ受信機を保有している場合は受信料の支払いが必要

受信料収入：16-17億ユーロ／年

法律に次の内容を規定
テレビ未設置を申告しないかぎり、テレビを所有しているとみなす
設置申告内容の確認を目的とした居住情報等へのアクセスが可能（居住情報の確認）
未設置申告に虚偽があった場合の罰則導入
電力料金とあわせて受信料を収納

制度改革による増収を見込み、受信料を年額113ユーロから100ユーロに値下げ

受信料支払率（2016年見込み）：約96%
受信料収入（2016年見込み）：約21億ユーロ
 2017年の受信料を年額90ユーロに再値下げ

出所:Advanced Television (2016.11.29および2017.2.10) , Telecompaper (2016.11.28) , ＮＨＫ独自調査
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4-7. 海外公共放送の不払いに対する罰則・罰金制度

料金の不払いに対しては、法定の罰則も存在している。罰則の形は国によって異なる。

罰金 罰則 根拠規定

イギリス 無許可受信者は1,000ポンド
以下の罰金刑

罰金未納の場合は刑務所収監
（28日以下） Communications Act 2003

フランス 正確な届出をしない場合等は、
150ユーロの罰金

未収者には税務当局が
強制徴収（差押え等） 租税一般法典

ドイツ
１か月をこえる届出遅滞および
６か月以上の滞納等に対しては

1,000ユーロ以下の罰金
滞納者に対しては強制執行 放送負担金州間協定

イタリア 不払いの場合は行政罰
（30％の課徴金）

受信機設置について
虚偽の申告は刑事罰 2015年12月28日法律208号等

韓国
未登録者には１年分の

受信料に相当する追徴金
滞納者に対しては

受信料の５％を追徴

追徴金等の滞納の場合は承認を得て
国税滞納処分の例に従い徴収 放送法
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4-8. BBCの収納活動

点検・把握活動 支払いの説得面接活動 受信機設置確認

Ｂ
Ｂ
Ｃ

Ｎ
Ｈ
Ｋ

訪問巡回型による活動が中心

外部情報で把握
→郵便などで

支払いを勧奨
→多くが支払い

訪問調査員による訪問

郵便などで支払いに
至らない分

未払いに対する罰則を示しながら督促

強制活動

未払者を告発
→裁判
→有罪の

場合は罰金

BBCの収納活動においては、外部情報の活用の状況や訪問対応の位置付け、罰則の活用方法がＮＨＫと
異なる。

一般に利用可能な
民事手続きなどを実施

年間300万回

年間1.4億回
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